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平成２５年度越前町人事行政の運営等の状況の公表 

 

 

１ 職員の任免および職員数の状況 

（１） 部門別職員数の状況 

  各年４月１日現在の部門別職員数の状況は、次のとおりです。 

区 分 

部 門 

職員数（人） 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成25年 平成26年 

一般行政 

部門 

議 会 ３ ３ ０ ・他部局への業務の移管 

・保育士の退職不補充及び所管団体へ

の職員派遣による減員 

・業務見直しによる減員 

・観光誘客推進に伴う施設整備等の業

務増による増員 

・勤務条件改善のための増員 

 

総 務 ６２ ５９ △３ 

税 務 １３ １３ ０ 

民 生 ７７ ７５ △２ 

衛 生 １７ １５ △２ 

労 働 １ １ ０ 

農林水産 １６ １４ △２ 

商 工 １１ １４ ３ 

土 木 １６ １８ ２ 

計 ２１６ ２１２ △４ 

特別行政 

部門 

教 育 ５７ ５７ ０  

計 ５７ ５７ ０ 

普通会計計 ２７３ ２６９ △４  

公営企業等 

会計部門 

水 道 ６ ５ △１ ・業務見直しによる減員 

・勤務条件改善のための増員 下水道 ５ ５ ０ 

その他 １２ １３ １ 

計 ２３ ２３ ０ 

総合計 ２９６ ２９２ △４  

（注１） 特別行政部門の職員数には教育長が含まれます。 

（注２） 公営企業等会計部門のその他は国民健康保険事業や介護保険事業などをいいます。 

 

（２） 職員の採用状況 

平成２５年度採用 
行 政 職 １１人 

技能労務職  ０人 

 

（３） 職員の退職状況 

平成２５年度退職 
行 政 職  ６人 

技能労務職  ０人 
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２ 職員の給与の状況 

（１） 人件費の状況（普通会計決算） 

平成２５年度の普通会計の人件費の状況は、次の表のとおりです。 

区分 
住民基本台帳人口 

（Ｈ26.3.31 現在） 

歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ/Ａ 

25 年度 
人 

23,225 

千円 

12,791,056 

千円 

713,598 

千円 

1,998,709 

％ 

15.6 

（注）人件費には、職員給与のほか、町長等特別職の給与、議員報酬、退職手当組合負担金、地方公務員共済組合負担金

などを含みます。 

 

（２） 職員給与費の状況（普通会計決算） 

平成２５年度の普通会計の職員給与費の状況は、次の表のとおりです。 

区分 
職員数 

Ａ 

給与費 一人当たりの給与費 

Ｂ/Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

25 年度 
人 

272 

千円 

957,049 

千円 

82,294 

千円 

332,357 

千円 

1,371,700 

千円 

5,043 

（注１） 職員手当には退職手当を含みません。 

（注２） 職員数は平成 25 年 4 月 1日現在の人数です。（教育長は含みません。） 

 

（３） 職員の平均年齢、平均給料月額等の状況（全会計） 

平成２６年４月１日現在の職員の平均年齢、平均給料月額等の状況は、次の表のとおりです。 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

一般行政職 43.1 歳 303,900 円 333,816 円 

技能労務職 53.2 歳 261,400 円 270,745 円 

（注１）「一般行政職」とは、税務職、看護・保健職、福祉職、企業職、技能労務職等の職に該当しない職員です。 

（注２）「平均給与月額」とは、給料月額に毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当など諸手当の額を合計

したものです。 

 

（４） 職員の初任給の状況 

平成２６年４月１日現在の一般行政職員の初任給の状況は、次の表のとおりです。 

区分 大学卒 高校卒 

越前町 161,600 円 140,100 円 

国 172,200 円 140,100 円 

 

（５） 一般行政職の級別職員数の状況（全会計） 

平成２６年４月１日現在の一般行政職員の級別職員数の状況は、次の表のとおりです。 

区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 

計 標準的な 

職務内容 

主事補 

主事 
主事 

主査 

課長補佐 
課長補佐 課長 

課長 

理事 

職員数（人） 18 28 97 18 21 14 196 

構成比（％） 9.2 14.3 49.5 9.2 10.7 7.1 100.0 
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（６） 職員手当の状況 

平成２６年４月１日現在の主な職員手当の状況は、次の表のとおりです。 

① 扶養手当等 

区分 内容 越前町 国との比較 

扶養手当 

配偶者 13,000 円/月 

同じ 
扶養親族 1人（配偶者なし） 11,000 円/月 

扶養親族のうち、16 歳に達する年度初めから 

22 歳に達する年度末までの子（1人につき） 

5,000 円/月 

を加算 

住居手当 
借家の

場合 

家賃 55,000 円以上 27,000 円/月 

同じ 
家賃 23,000 円を超え 55,000 円未満 

家賃額から 23,000 円を

控除した額の 1/2 に

11,000 円を加えた額 

家賃 23,000 円以下 
家賃額から 12,000 円を

控除した額 

通勤手当 

交通機関等の利用者（通勤距離片道 2㎞以上） 
運賃等（定期券）相当額 

（上限 55,000 円/月） 
同じ 

乗用車等の使用者（通勤距離片道 2㎞以上） 
通勤距離に応じ、2,000

円から 24,500 円まで 

 

② 管理職手当 

区分 
職務の級 5級の職員、行政・

人事・財政担当課長補佐 
職務の級 6級の職員 

総務理事 - 62,000 円/月 

理事 - 58,000 円/月 

課長 38,000 円/月 48,000 円/月 

行政・人事・財政 

担当課長補佐 
21,000 円/月 - 

 

③ 期末・勤勉手当 

区分 
越前町 国 

期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計 

6 月期 1.225 月 0.675 月 1.9 月 1.225 月 0.675 月 1.9 月 

12 月期 1.375 月 0.675 月 2.05 月 1.375 月 0.675 月 2.05 月 

計 2.60 月 1.35 月 3.95 月 2.60 月 1.35 月 3.95 月 

加算措置の 

状況 

職務上の段階、職務の級等により加算措置

があります。 

職務上の段階、職務の級等により加算措置

があります。 
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④ 退職手当                              

区分 
越前町 国 

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年 21.62 月 27.025 月 21.62 月 27.025 月 

勤続 25 年 30.82 月 36.57 月 30.82 月 36.57 月 

勤続 35 年 43.7 月 52.44 月 43.7 月 52.44 月 

最高限度額 52.44 月 52.44 月 52.44 月 52.44 月 

 

⑤ 時間外勤務手当（全会計決算） 

区分 支給額 
職員 1人当たりの 

平均支給額 

平成 25 年度 19,157,045 円 64,940 円 

 

（７） 特別職の給料、報酬等の状況 

平成２６年４月１日現在の特別職の給料、報酬等の状況は、次の表のとおりです。 

区分 給料又は報酬月額 期末手当 

町 長 880,000 円  6 月期 1.40 月 

12 月期 1.50 月 

  計  2.90 月 [加算措置：20％] 

副町長 680,000 円 

教育長 580,000 円 

議 長 320,000 円 6 月期 1.00 月 

12 月期 2.00 月 

  計  3.00 月 [加算措置：15％] 

副議長 250,000 円 

議 員 240,000 円 

 

３ 職員の勤務時間その他勤務条件の状況 

（１） 勤務時間の状況 

平成２５年度の職員の勤務時間は、次の表のとおりです。 

勤務時間 休憩時間 

８時３０分～１７時１５分 １２時～１３時 

（注）勤務時間は、職場や職種によっては上記と異なる場合があります。 
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（２） 休暇等の状況 

職員の休暇制度及び休業制度の概要は、次の表のとおりです。 

区 分 内   容 
平成２５年度の 

取得状況 

休 
 

暇 

年次休暇 
１年につき最高２０日間与えられます。前年からの繰越分を含

めると最高４０日間となります。 

平均取得日数 

７．０８日／人 

病気休暇 

負傷や疾病のために勤務することができない場合、医師の証明

などに基づき認められる休暇です。休暇の期間は９０日以内で

す。 

取得者数 

２５人 

特別休暇 

特別な事由により、勤務しないことが相当である場合として規

則で定めている休暇です。結婚休暇や産前・産後休暇、忌引休

暇などが規則で定められています。 

取得者数 

結婚    ３人 

出産    ９人 

忌引   ５３人 

介護休暇 
家族などを介護する必要がある場合、連続する６ケ月の期間内

で認められる休暇です。期間中、給与は支給されません。 

取得者数 

０人 

育児休業 
子を養育するため、子が３歳に達する日までの期間を限度とし

て休業できる制度です。期間中、給与は支給されません。 

取得者数 

６人 

（注１） 職員の休暇等については、越前町職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年越前町条例第３６号）及

び越前町職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則（平成１７年越前町規則第２３号）で定められていま

す。 

（注２） 年次休暇については、年単位で与えられるため、平成２５年１月１日から同年１２月３１日までの取得状況を

記載しています。 

（注３） 病気休暇、介護休暇及び育児休業の取得者は、平成２５年度中に休暇等を開始した人数を記載しています。 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１） 分限処分の状況 

 分限処分は、公務能率の維持及び公務の適切な運営の確保を目的とし、職員が心身の故障などにより

その職責を十分に果たすことが期待しえない場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたら

す処分のことです。分限処分には、給料を号級の低い額に決定する「降給」、職を保有しつつ一定期間

職務に従事させない「休職」、現在の職務より低い職務に任命する「降任」及び勤務実績不良、心身の

故障による職務遂行への支障や職制・定数の改廃等により職員としての身分を失わせる「免職」の４種

類があります。 

 平成２５年度の分限処分の状況は、次の表のとおりです。 

処分の内容 降給 休職 降任 免職 

処分者数  ０人  ０人  ０人  ０人 

 

（２） 懲戒処分の状況 

 懲戒処分は、職員の道義的責任の追及による服務規律及び秩序の維持を目的とし、職務上の義務違反

など公務員としてふさわしくない非行に対して行う制裁措置のことです。懲戒処分には、軽い順から、

義務違反の責任を確認し、書面等で戒める「戒告」、給料を一定期間減額して支給する「減給」、懲罰と

して一定期間職務に従事させない「停職」及び懲罰として職員の身分を失わせる「免職」の４種類があ

ります。 
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 平成２５年度の懲戒処分の状況は、次の表のとおりです。 

処分の内容 戒告 減給 停職 免職 

処分者数  ０人  ０人  ０人  ０人 

 

５ 職員の服務の状況 

 職員の服務については、その根本基準として「すべて職員は全体の奉仕者として公共の利益のために

勤務し、かつ職務の遂行に当たっては全力を挙げてこれに専念しなければならない。」（地方公務員法（以

下「法」という。）第３０条） 

 更に、次に掲げる義務、禁止及び制限事項が定められています。 

（１） 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（法第３２条） 

（２） 信用失墜行為の禁止（法第３３条） 

（３） 秘密を守る義務（法第３４号） 

（４） 職務に専念する義務（法第３５条） 

（５） 政治的行為の制限（法第３６条） 

（６） 争議行為等の禁止（法第３７条） 

（７） 営利企業等の従事制限（法第３８条） 

 本町においては、「越前町懲戒処分の基準」を定め維持徹底を図るとともに、会議及び研修の機会を

通じて、又は選挙前、年末年始等の機会をとらえて、通知文等により職員に周知徹底を図っています。 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評点の状況 

（１） 研修の状況 

 職員には、その勤務能率の発揮及び増進のために、研修を受ける機会が与えられなければならないと

されています（法第３９条）。 

 平成２５年度の職員の研修の実施状況は、次の表のとおりです。 

研修名 研修期間 受講者数 

市町職員新規採用職員研修（事務職） 前期４日・後期５日 ４人 

市町職員新規採用職員研修（保育職） ３日 ５人 

市町職員ステップ１（２５歳）研修 ２日 ３人 

市町職員ステップ２（３０歳）研修 ２日 ４人 

市町職員ステップ３（３５歳）研修 ２日 ７人 

市町職員ステップ４（４０歳）研修 ２日 １２人 

市町職員課長補佐級研修 ２日 ７人 

市町職員課長級研修 １日 ２人 

パワーアップ研修「モチベーション開発」 １日 ３人 

パワーアップ研修「危機管理」 １日 １人 

パワーアップ研修「インバスケット」 １日 １人 

パワーアップ研修「クレーム対応」 １日 ４人 

パワーアップ研修「わかりやすい資料作成」 ２日 ２人 
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研修名 研修期間 受講者数 

パワーアップ研修「部下力」 １日 ６人 

パワーアップ研修「キャプテンシップ」 ２日 １人 

パワーアップ研修「民法」 ２日 １人 

パワーアップ研修「地方公会計等」 ２日 １人 

自治大学校「政策専門課程 新時代・地域経営コース第６期」 １７日 １人 

全国市町村国際文化研修所「地域防災力の向上」 ３日 １人 

全国市町村国際文化研修所「これからのまちづくりと公共交通」 ３日 １人 

全国市町村国際文化研修所「市町村税の滞納整理実務」 ３日 １人 

全国市町村国際文化研修所「災害時の市町村の対応～発生から復

旧まで～」 

３日 １人 

全国市町村国際文化研修所「生涯ある人への自立支援」 ５日 １人 

全国市町村国際文化研修所「地域における心の健康づくり～市町

村の自殺対策」 
３日 １人 

陸上自衛隊鯖江駐屯地「陸上自衛隊内生活体験」 ３日 ９人 

ハードクレーム対応研修会 １日 ２人 

接遇マナー、電話対応力向上研修会 １日 ３人 

地域再生実践塾 ～百票に学ぶ長岡の市民協働～ ３日 １人 

人事評価（評価者）研修 ３時間×２回 ３４人 

（２） 勤務成績の評定の状況 

 任命権者は、職員の執務について定期的に勤務成績の評定を行い、その評定の結果に応じた措置を講

じなければならないとされています（法第４０条）。 

 本町においては、人事評価制度を導入し、その評価結果を勤勉手当の支給や昇給に反映しています。

勤務評定は、能力主義及び成績主義を実現するための手段であり、任命権者においては、こうした観点

から、職員の能力や勤務実績等を総合的に評価し、その結果を配置換えや昇任等の人事管理に活用し、

かつ、職員の能力開発や人材育成に役立てることで、公務の効率的な運営を図っています。 

 

７ 職員の福利厚生事業の状況 

（１）職員の健康管理の状況 

 職員の共済制度は、法第４３条に基づいて定められた地方公務員等共済組合法によって具体的に定め

られています。共済制度を運用し実施する主体は福井県市町村職員共済組合です。 

平成２５年度の職員の健康診断の受診状況は、次の表のとおりです。 

検診等名 受診者数 

一般健康診断 ２０４名 

人間ドック ７０名 

がん検診（胃、乳、子宮、大腸） １６７名 

 

（２）越前町職員衛生委員会の状況 

 ・健康相談室面談の実施（４回） 
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・メンタルカウンセリングの実施（１１名） 

・健康診断等の結果に基づく再検査受診勧奨の実施（９９名） 

 

（３）越前町職員互助会の状況 

職員による互助組織として「越前町職員互助会」を組織し、職員の健康管理や親睦のための事業を行

っています。公費の支出はなく、事業は全て会員掛金で行っています。 

収 入 支 出 繰越金 

5,792,137 円 

（個人掛金） 

3,815,575 円 

（各種福利厚生事業費） 
1,976,562 円 

 

（４）公務災害補償制度の状況 

  職員の公務上の災害に対する補償は、地方公務員災害補償基金福井県支部に加入しています。 

  平成２５年度には、公務上の怪我による災害が１件認定されました。 

 

８ 公平委員会の業務の状況 

（１） 公平委員会の概要 

 公平委員会は、地方公務員法第７条第３項の規定により設置されており、その処理する主な事務は次

のとおりです。 

① 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し必要な措置を執

ること。 

② 職員に対する不利益な処分についての不服申し立てに対する採決又は決定をすること。 

 本庁は、公平委員会の事務を福井県に委託しています。 

 

（２） 業務の状況 

 委託先の福井県から報告を受けた平成２５年度の公平委員会の業務の状況は、次のとおりです。 

業務の種別 件数 

勤務状況に関する措置の要求の状況 ０件 

不利益処分に関する不服申し立ての状況 ０件 

 


